
株主各位
　

第43回定時株主総会招集ご通知に

際してのインターネット開示情報

Ⅰ．連結注記表

Ⅱ．個別注記表

　

　

2020年６月９日
　

株式会社エー・アンド・デイ

上記の事項は、法令および当社定款の規定に基づき、当社ウェブサイト

（https://www.aandd.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆さまに提供したも

のとみなされる情報です。

2020年06月02日 16時21分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



Ⅰ．連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

　1. 連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の数 22社

　 主要な連結子会社

　 研精工業㈱

　 リトラ㈱

　 ㈱オリエンテック

　 ㈱ホロン

　 A&D ENGINEERING,INC.

　 愛安徳電子（深圳）有限公司

　 A&D RUS CO.,LTD.

（連結の範囲の変更）

従来持分法適用関連会社であったA&D SCIENTECH TAIWAN LIMITEDの株式を追加取得したこと

により、2020年１月１日より同社を連結子会社として連結の範囲に含めております。

　 (2) 主要な非連結子会社

　 A&D TRADING（HK）COMPANY LIMITED

　 (連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

　2. 持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法適用の関連会社の数 －社

　A&D SCIENTECH TAIWAN LIMITEDについては、上記1.(1)に記載の通り当連結会計年度より連結

子会社となったため、2019年４月１日より2019年12月31日までの業績を持分法による投資利益と

して計上しております。

　 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

　持分法を適用していない非連結子会社（A&D TRADING（HK）COMPANY LIMITED）及び関連会社

（A&D Boryung Medical CO.,LTD）は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち愛安徳電子（深圳）有限公司、A&D RUS CO.,LTD.及び愛安徳技研貿易（上海）

有限公司の決算日は12月31日であります。

　なお、連結計算書類の作成に当たっては、３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使

用しております。
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　4. 会計方針に関する事項

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

時価のあるもの ……決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

時価のないもの ……移動平均法に基づく原価法を採用しております。

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品

…………………………主として総平均法（仕掛品の一部は個別法）による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

貯蔵品 …………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用しております。

　 (3) 固定資産の減価償却の方法

　 有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

　…………………………当社及び国内連結子会社は主として定率法、在外連結子会社は主とし

て定額法を採用しております。

（ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）、並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法によっております。）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 ３～50年

　機械装置及び運搬具 ２～17年

　工具、器具及び備品 ２～20年

　 無形固定資産（リース資産を除く）

　…………………………商標権については、見込有効期間（15年）に基づく均等償却によって

おります。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法により、市場販売目的のソフトウェアについて

は、見込販売収益（見込有効期間５年）に基づく償却方法によってお

ります。

上記以外の無形固定資産については、定額法によっております。

リース資産 ……………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めのあ

るものについては、当該残価保証額）とする定額法を採用しておりま

す。
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使用権資産 ……………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

　 (4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 ……………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 ……………従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負

担額を計上しております。

製品保証引当金 ………製品の無償補修費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の支出

割合に基づき必要額を計上しております。

役員株式給付引当金……役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるた

め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上し

ております。

　 (5) 退職給付に係る会計処理の方法

　 退職給付見込額の期間帰属方法

…………………………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。

　 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

…………………………過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　 小規模企業等における簡便法の採用

…………………………一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。

　 (6) 重要な収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　 ……………………工事進行基準（工事の進捗見積りは原価比例法）

　その他の工事 ………工事完成基準

　 (7) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約について振当処理の要件を満たしている場

合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採

用しております。
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　 (8) のれんの償却方法及び償却期間

　 のれんの償却については、５年間から15年間の均等償却を行っております。

　 (9) 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　 (10)連結納税制度の適用

　 連結納税制度を適用しております。

　 (11)連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社および一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８
号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて
単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への
移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３
項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改
正前の税法の規定に基づいております。

（会計方針の変更）

(IFRS第16号「リース」の適用)

　国際財務報告基準を適用している子会社は、当連結会計年度の期首より、国際財務報告基準
第16号「リース」（以下「IFRS第16号」という。）を適用しております。これにより、借手のリ
ース取引については、原則すべてのリースについて使用権資産及びリース債務を認識するとと
もに、使用権資産の減価償却費とリース債務に係る支払利息を計上しております。
　IFRS第16号の適用については、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的
影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。
　本基準の適用に伴い、当連結会計年度の期首において、有形固定資産の使用権資産が569百
万円、流動負債及び固定負債に含まれるリース債務の合計が569百万円それぞれ増加しており
ます。
　なお、この変更に伴う当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

(ASC第606号「顧客との契約から生じる収益」の適用)
　当社の米国会計基準適用子会社は、当連結会計年度の期首よりASC第606号「顧客との契約か
ら生じる収益」を適用しております。
　これにより、約束した財又はサービスが顧客に移転された時点で、当該財又はサービスと交
換に権利を得ると見込む対価を反映した金額で、収益を認識しております。
　当該会計基準の適用については、経過的な取扱いに従って、本基準の適用による累積的影響
額を適用開始日に認識する方法を採用し、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しており
ます。
　本基準の適用に伴い、当連結会計年度の利益剰余金の期首残高は19百万円増加しておりま
す。また当連結会計年度の売上高が221百万円、売上原価が181百万円、販売費及び一般管理費
が２百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が37百万円それぞれ減少
しております。
　なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益に与える影響は軽微
であります。
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(追加情報)

（取締役に対する株式給付信託）

　当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する新たな株式報酬制度「株式給付信託

（BBT）」（以下「本制度」という。）を導入し、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）を準用しております。

① 取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対し

て当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算し

た金額相当の金銭が、信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。

② 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当連結会

計年度末において126百万円、335千株であります。

③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当事項はありません。
　

(連結貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 13,737百万円

　2. 担保提供資産

　 担保資産の内容及びその金額

建物及び構築物 1,252百万円

土地 2,744百万円

投資有価証券 3百万円

投資その他の資産「その他」 75百万円

　 担保に係る債務の金額

短期借入金 3,476百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,784百万円

長期借入金 2,791百万円

　 （注）上記の他、連結上消去されている関係会社株式71百万円を担保に供しています。

　3. 財務制限条項

　当連結会計年度末の借入金残高のうち3,033百万円には、財務制限条項が付されております。

なお、契約毎に条項は異なりますが、主なものは以下のとおりです。

①各年度の決算期末日の連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年度末の

75％以上に維持すること。

②各年度の決算期において連結及び単体の損益計算書における経常損益を損失にしないこと。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

　1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度末

株 式 数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 22,579,700株 －株 －株 22,579,700株

自 己 株 式

普 通 株 式 2,091,335株 25株 140,000株 1,951,360株

(注) 1.自己株式には、役員株式給付信託制度の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社
（信託Ｅ口）が所有している普通株式335,400株が含まれております。

　 2.自己株式の減少は新株予約権の行使によるものであります。

　2. 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計

年度末残高

( 百 万 円 )
当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結会計

年度末

提出会社
第４回新株予約権

(2018年12月17日発行)
普通株式 3,000,000 － 140,000 2,860,000 10

合計 3,000,000 － 140,000 2,860,000 10

(注) 減少は新株予約権の行使によるものであります。

　3. 配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2019 年 ６ 月 25 日

定 時 株 主 総 会
普通株式 208 10.00 2019年３月31日 2019年６月26日

2019 年 11 月 ７ 日

取 締 役 会
普通株式 208 10.00 2019年９月30日 2019年12月９日

(注) 配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金３百万円がそれぞれ含まれており

ます。
　
　 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2020 年 ６ 月 25 日

定 時 株 主 総 会
普通株式 209 利益剰余金 10.00 2020年３月31日 2020年６月26日

　(注) 配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金３百万円が含まれております。
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　4. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 2,907,100株

　
(金融商品に関する注記)

　1. 金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に経常運転資金について銀行借入により調達しております。一時的な余資

は安定性の高い金融資産で運用し、また、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するため

に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グロー

バルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒され

ておりますが、外貨建ての債務のネットしたポジションについて注視し、ポジションが大幅に偏

った場合等には先物為替予約を利用してヘッジしております。投資有価証券は、主に取引先企業

との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には

外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、概ね外貨建ての債権残高の範

囲内にあります。社債、借入金及びリース債務は、主に経常的な企業活動に必要な資金の調達を

目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。このうち一部は、外貨建

て債権の為替変動リスクをヘッジする目的で外貨建てのものがあります。また、このうち一部

は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を

目的とした先物為替予約取引、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引

を目的とした金利スワップ取引であります。

　 (3) 金融商品に係るリスク管理体制

　 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、売掛債権管理規程等に従い、営業管理部門が中心となって与信

状況を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。連結子会社についても、同様の管理を行っております。

　満期保有目的の債券は、経理規程及び有価証券管理規程等に従い、金額及び投資対象を限定

して運用することとしているため、信用リスクは限定的であります。

　 ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された

為替の変動リスクに対して、必要と認める場合には先物為替予約を利用してヘッジを行いま

す。なお、為替相場の状況により、原則として３ヶ月を限度として、輸出に係る予定取引によ

り確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権に対する先物為替予約を行っております。

　また、当社及び一部の連結子会社は、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制す
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るため必要と認めるときは金利スワップ取引を利用します。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等

を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して

保有状況を見直しております。

　デリバティブ取引については、取引権限や範囲等を定めたデリバティブ取引管理規程に基づ

き、半年ごとに取締役会に報告し、経理部において管理を行っております。連結子会社につい

ても、同様のデリバティブ取引管理規程により、管理を行っております。

　 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。連結子会社につい

ても、同様の管理を行っております。

　 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

　2. 金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれており

ません（（注）2.をご参照ください）。

連結貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

(1) 現金及び預金 9,756 9,756 ―

(2) 受取手形及び売掛金 13,719 13,719 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

有価証券（その他有価証券） 280 280 ―

投資有価証券（その他有価証券） 67 67 ―

資産計 23,824 23,824 ―

(1) 支払手形及び買掛金 4,513 4,513 ―

(2) 短期借入金 11,136 11,136 ―

(3) 長期借入金（１年内返済予定を含む） 7,285 7,292 7

負債計 22,935 22,942 7

デリバティブ ― ― ―

　(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

　資産

　 (1) 現金及び預金 (2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
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当該帳簿価額によっております。

　 (3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引

金融機関から提示された価格によっております。

　負債

　 (1) 支払手形及び買掛金 (2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

　 (3) 長期借入金（１年内返済予定を含む）

　これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワ

ップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合

計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定す

る方法によっております。

　デリバティブ取引

　通貨オプションの時価については、取引金融機関等から提示された価格等によっております。

　金利スワップの時価については、特例処理の対象とされており、ヘッジ対象とされている長期

借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載してお

ります。

　(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額(百万円)

① 関係会社株式 17

② その他有価証券

非上場株式 28

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産(3) 有価証券及び投資有価

証券」には含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 833円97銭

2. １株当たり当期純利益 76円88銭

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。
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Ⅱ．個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

……………………………移動平均法による原価法を採用しております。

　 その他有価証券

時価のあるもの …………決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

時価のないもの …………移動平均法に基づく原価法を採用しております。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品

……………………………総平均法（仕掛品の一部は個別法）による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

貯蔵品 ……………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用しております。

　(3) 固定資産の減価償却の方法

　 有形固定資産（リース資産を除く）

……………………………定率法（ただし、1998年４月１日以降、新たに取得した建物（附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法）を採用しております。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

　 無形固定資産（リース資産を除く）

……………………………定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により、市場

販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益（見込有効期間５

年）に基づく償却方法によっております。

リース資産 ………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めのあ

るものについては、当該残価保証額）とする定額法を採用しておりま

す。

長期前払費用 ……………均等償却によっております。

　(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金 ……………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

投資損失引当金 ……………関係会社への投資に対する損失に備えるため、関係会社の財政状態等

を勘案し必要と認められる額を計上しております。
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賞与引当金 ……………従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。

製品保証引当金 ……………製品の無償補修費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の支出

割合に基づき必要額を計上しております。

退職給付引当金 ……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお

ります。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理してお

ります。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表に

おける取扱いが連結貸借対照表と異なります。

役員株式給付引当金 ……役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるた

め、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　 …………………………工事進行基準（工事の進捗見積りは原価比例法）

　その他の工事 …………工事完成基準

　(6) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合

には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用し

ております。

　(7) 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（8）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設されたグループ

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に
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ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」

（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及

び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

(追加情報)

（取締役に対する株式給付信託）

　当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する新たな株式報酬制度「株式給付信託

（BBT）」（以下「本制度」という。）を導入し、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）を準用しております。

① 取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対し

て当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算し

た金額相当の金銭が、信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。

② 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当事業年

度末において126百万円、335千株であります。

③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当事項はありません。

(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 8,343百万円

　2. 関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 2,743百万円

　3. 関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 3,001百万円

　4. 保証債務

　 次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

A&D ENGINEERING,INC. 707百万円

A&D INSTRUMENTS LIMITED 159百万円

A&D KOREA Limited 481百万円

愛安徳電子（深圳）有限公司 325百万円

A&D Technology Inc. 137百万円

愛安徳技研貿易（上海）有限公司 103百万円

　 合計 1,914百万円
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　5. 担保提供資産

　 担保資産の内容及びその金額

建物 873百万円

構築物 251百万円

土地 2,310百万円

投資有価証券 3百万円

関係会社株式 71百万円

投資その他の資産「その他」 75百万円

　 担保に係る債務の金額

短期借入金 2,705百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,784百万円

長期借入金 2,791百万円

　
(損益計算書に関する注記)

　関係会社との取引高の総額

　 関係会社との営業取引による取引高の総額

　売上高 10,378百万円

　仕入高 15,156百万円

　その他の営業費用 562百万円

関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額 490百万円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度

期 首 株 式 数

当 事 業 年 度

増 加 株 式 数

当 事 業 年 度

減 少 株 式 数

当事業年度末

株 式 数

普 通 株 式 2,091,335株 25株 140,000株 1,951,360株

(注) 1.自己株式には、役員株式給付信託制度の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社
（信託Ｅ口）が所有している普通株式335,400株が含まれております。

　 2.減少は新株予約権の行使によるものであります。
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(税効果会計に関する注記)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

たな卸資産評価損 198百万円

貸倒引当金 38百万円

減価償却超過額 2百万円

投資有価証券評価損 37百万円

関係会社株式等評価損 264百万円

未払費用 19百万円

未払法定福利費 38百万円

未払事業税 18百万円

賞与引当金 260百万円

製品保証引当金 14百万円

退職給付引当金 211百万円

投資損失引当金 18百万円

役員株式給付引当金 18百万円

繰越欠損金 9百万円

その他 4百万円

繰延税金資産小計 1,153百万円

評価性引当額 △460百万円

繰延税金資産合計 692百万円

　 繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △6百万円

　繰延税金負債合計 △6百万円

繰延税金資産の純額 686百万円
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(関連当事者との取引に関する注記)
　子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 住所 資本金
事業の内容
または職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の

内 容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

研精工業㈱ 茨城県下妻市
81

百万円

電子計量機
器、医療機
器の製造

(所有)
直接
100.0

兼任
１名

当社製品
の製造等

当社製品
の 製 造
(注)１

2,746 買掛金 387

リトラ㈱ 埼玉県日高市
200

百万円

電子計量機
器、医療機
器の製造

(所有)
直接
100.0

兼任
１名

当社製品
の製造等

当社製品
の 製 造
(注)１

2,651 買掛金 1,125

㈱オリエンテッ
ク

埼玉県深谷市
268

百万円
計測機器の
製造

(所有)
直接
100.0

兼任
１名

当社製品
の製造等

当社製品
の 製 造
(注)１

1,703 買掛金 386

A&D
ENGINEERING,
INC.

アメリカ合衆国
カリフォルニア州

200
千米ドル

電子計量機
器、医療・
健康機器の
販売

(所有)
直接
100.0

兼任
１名

当社製品
の 販 売

当社製品
の 販 売
(注)２

3,763 売掛金 1,004

債務保証
(注)３

707 　― ―

A&D
INSTRUMENTS
LIMITED

イ ギ リ ス
オックスフォード州

1,800
千英ポン

ド

計測・計量
機 器、 医
療・健康機
器の販売

(所有)
直接
100.0

―
当社製品
の 販 売

当社製品
の 販 売
(注)２

510 売掛金 474

A&D KOREA
Limited

韓国
ソウル特別市

1,000
百万韓ウォン

計測・計量
機 器、 医
療・健康機
器の販売

(所有)
直接
100.0

兼任
３名

当社製品
の 販 売

債務保証
(注)３

481 ― ―

愛安徳電子
（深圳）
有限公司

中国広東省
45,000

千香港ドル

健康機器・
電子計量機
器の製造

(所有)
直接
100.0

兼任
２名

当社製品
の製造等

当社製品
の製造等
(注)１

3,977 買掛金 409

債務保証
(注)３

325 ― ―

A&D RUS CO.,
LTD.

ロシア連邦
モスクワ市

505,247
千露ルーブル

電子計量機
器、医療・
健康機器の
販売

(所有)
直接
100.0

兼任
２名

当社製品
の 販 売

当社製品
の 販 売
(注)２

4,239 売掛金 418

　取引条件及び取引条件の決定方針

　(注) 1. 市場価格及び総原価を勘案し、決定しております。
　 2. 市場価格を勘案し、決定しております。
　 3. 金融機関からの借入に対し債務保証を行っており、保証料は受領しておりません。
　 4. 取引金額には消費税等を含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 752円41銭

2. １株当たり当期純利益 32円10銭

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。
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